
施策名 施策
コード

二次政策評価 二次政策評価

意　見 意見への対応状況

(A) (B) (C) (D) (E) (F) (G) (H) (I) (J) (K) (L) (M) (N) (O) (P) (Q) (R) (S) (T) (U)

0301 06013 一般 道産農畜産物輸出総合対策事業費

・輸出に取り組もうとする産地への
支援や、生産者団体との合同ＰＲ、
品目別のテスト輸出など、総合的な
取組を実施

食品政
策課

322,966 729,158 22,191 4.5 2.0 6.5 779,923 ①
改善
（指標
分析）

引き続き、道産農畜産物の輸出をさ
らに拡大するため、情報発信や民間
事業者と連携したプロモーション活
動及びＥＣサイトを活用した販売支
援などを行う。

－ － － － － － － －

・道産農畜産物の輸出を拡大するた
め、北海道ブランドを維持し、戦略
的に活用するための情報発信や、
海外に営業拠点を持つ民間事業者
と連携したプロモーション活動及びＥ
Ｃサイトを活用した販売支援を行う
ことは重要であり、取組の一層の推
進を検討すること。
また、食の輸出拡大戦略推進本部
により連携し、道産食品の国際競争
力強化の取組の一層の推進を検討
すること。

・会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

・委託業務における、委託仕様書へ
の脱炭素化に資する取組を促す項
目の付記や、プロポーザルの際の
提案の追加など、ゼロカーボン北海
道の推進に向け、事業内容を検討
すること。

改善

新型コロナウイルス感染症の影響を見極めな
がら、商談会や販売会を通して、更なる販路開
拓につなげる。また、経済部や水産林務部と連
携しながら事業効果を高める。

・販路の充実のため、商談会や販売
会を通して、更なる取引実績の増加
につなげ、指標の改善を図る。
また、経済部や水産林務部と連携
し、事業内容を広く周知し、認知度
の向上を図る。

・ゼロカーボンやSociety5.0を推進
するため、商社等訪問において、相
手方の環境や現地調査の必要性を
考慮し、対応可能な場合はオンライ
ンで実施する。

・委託業務処理要領に「業務遂行に
当たり、温室効果ガス等の排出削
減に資するため、オンライン会議の
実施など、環境負荷の低減につい
て配慮すること」等の文書を付記し、
実績報告の際に取組内容を確認す
る。

1 06013 一般 グローバル産地づくり推進事業 ② 食品政
策課

180,973 973 － ④ ②

会議等の内容や、相手方がオンライ
ンに対応できるなど、可能な範囲に
おいてオンライン開催の活用などを
検討。ただし、対面で実施すること
の重要性には配慮が必要。

－ ⑥ ②

会議等の内容や、相手方がオンライ
ンに対応できるなど、可能な範囲に
おいてオンライン開催の活用などを
検討。ただし、対面で実施すること
の重要性には配慮が必要。

○ ②

会議等の内容や、相手方がオンライ
ンに対応できるなど、可能な範囲に
おいてオンライン開催の活用などを
検討。ただし、対面で実施すること
の重要性には配慮が必要。

○ ○ ○

2 06013 一般 輸出対応施設等整備事業費 －
食品政
策課

500,844 0 － － －
国費事業であり、要件等の裁量が
ないため。

－ － －
国費事業であり、要件等の裁量が
ないため。

－ －
国費事業であり、要件等の裁量が
ないため。

3 06013 一般 輸出拡大戦略推進事業費 ② 食品政
策課

4,148 4,148 － ④ ②

会議等の内容や、相手方がオンライ
ンに対応できるなど、可能な範囲に
おいてオンライン開催の活用などを
検討。ただし、対面で実施すること
の重要性には配慮が必要。

－ ⑥ ②

会議等の内容や、相手方がオンライ
ンに対応できるなど、可能な範囲に
おいてオンライン開催の活用などを
検討。ただし、対面で実施すること
の重要性には配慮が必要。

○ ②

会議等の内容や、相手方がオンライ
ンに対応できるなど、可能な範囲に
おいてオンライン開催の活用などを
検討。ただし、対面で実施すること
の重要性には配慮が必要。

○ ○ ○

4 06013 一般 輸出拡大加速化事業費 ⑥ 食品政
策課

43,193 17,070 － ④ ②
委託仕様書に温室効果ガスの排出
削減に資する取組を促す項目を付
記することを検討

－ ⑥⑦ － Society5.0に資する委託メニューの
追加は事業内容となじまないため

－ － ○

0304 06021 一般
東京2020オリンピック食と花のおも
てなし事業費

－

・東京2020オリンピック競技大会の
札幌開催において、道内の企業や
各市町村・団体等と連携して、来道
する多くのメディアや海外観光客、
道外観光客に「新北海道スタイル」
で安全・安心に食と花でおもてなし

食品政
策課

17,701 0 0.3 0.0 0.3 20,044 終了 単年度事業であるため 終了

0305 一般
６次産業化ネットワークづくり支援事
業費

・農林業者等と多様な事業者が連
携して取り組む６次産業化を推進す
るため、地域におけるネットワークづ
くりを推進

食品政
策課

782 782 0.3 0.2 0.5 4,687 －
現状維

持

６次産業化に取り組む事業者の課
題解決に向け、参加者のニーズに
一層対応した検討会やセミナーを実
施する。

－ － － － － － － －

会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

現状維
持

講師や会場設備がオンラインに対
応できる場合は、オンラインでの実
施を検討する。

1 一般 地域検討会 ② 食品政
策課

384 384 － ④ ②

オンラインやタブレットの活用を検
討。ただし、農村地域では光回線の
未整備もあり、完全施行には課題が
ある。

- ⑥ ②

オンラインやタブレットの活用を検
討。ただし、農村地域では光回線の
未整備もあり、完全施行には課題が
ある。

○ ②

会議の開催方法をWEB開催に見直
しを検討。ただし、農村地域では光
回線の未整備もあり、完全施行には
課題がある。

○ ○ ○

2 一般 ６次産業化基本セミナー ② 食品政
策課

398 398 － ④ ②

オンラインやタブレットの活用を検
討。ただし、農村地域では光回線の
未整備もあり、完全施行には課題が
ある。

- ⑥ ②

オンラインやタブレットの活用を検
討。ただし、農村地域では光回線の
未整備もあり、完全施行には課題が
ある。

○ ②

会議の開催方法をWEB開催に見直
しを検討。ただし、農村地域では光
回線の未整備もあり、完全施行には
課題がある。

○ ○ ○

0306 一般 ６次産業化サポート事業費 ⑥

・６次産業化に取り組もうとする農林
漁業者等を対象とした個別相談を
実施する「北海道６次産業化サポー
トセンター」を設置・運営

食品政
策課

34,263 0 0.8 0.2 1.0 42,073 －
現状維

持

設置した「北海道６次産業化サポー
トセンター」での支援内容を充実さ
せながら、６次産業化に取り組む事
業者の経営改善への支援を行う。

－ ④ ②
委託仕様書に温室効果ガスの排出
削減に資する取組を促す項目を付
記することを検討

－ ⑥ ②
委託仕様書に温室効果ガスの排出
削減に資する取組を促す項目を付
記することを検討

○ ①
サポートセンターが行う相談対応
は、メールやオンラインでの対応が
可能となっている

○
感染症の推移を注視しながら、６次
産業化の推進に必要な取組を実施
する。

委託業務における、委託仕様書へ
の脱炭素化やSociety5.0の推進に
資する取組を促す項目の付記や、
プロポーザルの際の提案の追加な
ど、ゼロカーボン北海道及び
Society5.0の推進に向け、事業内容
を検討すること。

拡充 ○ ○
委託仕様書に温室効果ガスの排出
削減に資する取組を促す項目を付
記することを検討する。

0307 一般
食料産業・６次産業化交付金事業
費

・６次産業化法により認定された農
林漁業者等が多様なネットワークを
構築し、融資を活用して取り組む加
工・販売施設等の整備を支援

食品政
策課

327,672 89 0.8 1.8 2.6 347,978
現状維

持

６次産業化推進の核となる人材育
成に向けて、人材育成研修のカリ
キュラムを充実させるとともに、取組
に必要な加工・販売施設等の整備
への支援を行う。

－ － － － － － － －

会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

現状維
持

講師や会場設備がオンラインに対
応できる場合は、オンラインでの実
施を検討する。

1 一般 支援体制整備事業 ② 食品政
策課

5,494 0 － ④ ②

会議等の内容や、相手方がオンライ
ンに対応できるなど、可能な範囲に
おいてオンライン開催の活用などを
検討。ただし、対面で実施すること
の重要性には配慮が必要。

－ ⑥ ②

会議等の内容や、相手方がオンライ
ンに対応できるなど、可能な範囲に
おいてオンライン開催の活用などを
検討。ただし、対面で実施すること
の重要性には配慮が必要。

○ ②

会議等の内容や、相手方がオンライ
ンに対応できるなど、可能な範囲に
おいてオンライン開催の活用などを
検討。ただし、対面で実施すること
の重要性には配慮が必要。

○ ○ ○

2 一般 推進支援事業 －
食品政
策課

12,000 0 － － －
国費事業であり、要件等の裁量が
ないため。

－ － －
国費事業であり、要件等の裁量が
ないため。

－ －
国費事業であり、要件等の裁量が
ないため。

3 一般 施設整備事業 － 食品政
策課

310,000 0 － － －
国費事業であり、要件等の裁量が
ないため補助採択要件の追加はで
きない。

－ － － 国費事業であり、要件等の裁量が
ないため。

－ － 国費事業であり、要件等の裁量が
ないため。

4 一般 附帯事務費 － 食品政
策課

178 89 － － －
国費事業であり、要件等の裁量が
ないため補助採択要件の追加はで
きない。

－ － － 国費事業であり、要件等の裁量が
ないため。

－ － 国費事業であり、要件等の裁量が
ないため。

0308 一般
持続可能な農を支えるクリーン農業
促進事業費

・クリーン農業の一層の普及拡大を
図るため、消費者理解や生産者へ
の啓発を促進するとともに、地域条
件に即した栽培技術指導や実証ほ
の設置等により安定生産を拡大す
るほか、北海道クリーン農業推進協
議会が実施するYES!clean表示制度
の効果的な展開に向けた取組を支
援

食品政
策課

3,461 3,461 1.0 1.0 2.0 19,081 ③
改善
（取組
分析）

生産者への技術指導や啓発、消費
者への理解の醸成等に取組み、環
境と調和したクリーン農業の拡大を
推進する。

－ － － － － － － － ○
感染症の推移を注視しながら、ク
リーン農業の推進に必要な取組を
実施する。

・国内外の食市場を取り込む付加価
値の高い農業の推進を図るため、
地域資源を活かした６次産業化や
環境と調和した持続可能な生産活
動の展開に向けたクリーン農業や
有機農業の取組の一層の推進を検
討すること。

・会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

・委託業務における、委託仕様書へ
の脱炭素化やSociety5.0の推進に
資する取組を促す項目の付記や、
プロポーザルの際の提案の追加な
ど、ゼロカーボン北海道及び
Society5.0の推進に向け、事業内容
を検討すること。

縮小
事業の見直しにより、変化に適応する技術普及
対策事業を廃止

・体験型交流会や農産物販売会の
開催により、クリーン農業や有機農
業に対する消費者の理解醸成と消
費拡大を図る。
また、生産者向けネット販売講座を
開催し、販路拡大と適正価格での販
売を支援する。

・可能な範囲で会議等のオンライン
化を検討する。

・事業実施計画書に、オンライン会
議の実施など温室効果ガスの排出
削減に資する取組を促す項目を付
記することを検討する。

1 一般
未来に続くクリーン農業生産拡大事
業

② 食品政
策課

335 335 ○ ④ ②

会議等の内容や、相手方がオンライ
ンに対応できるなど、可能な範囲に
おいてオンライン開催の活用などを
検討。ただし、現地指導は実地で行
う必要があるため、配慮が必要。

－ ⑥ ②

会議等の内容や、相手方がオンライ
ンに対応できるなど、可能な範囲に
おいてオンライン開催の活用などを
検討。ただし、現地指導は実地で行
う必要があるため、配慮が必要。

○ ②

会議等の内容や、相手方がオンライ
ンに対応できるなど、可能な範囲に
おいてオンライン開催の活用などを
検討。ただし、現地指導は実地で行
う必要があるため、配慮が必要。

○ ○ ○

【見直し結果（S)(T)(U)】
　見直し状況（F)(J)(M)で｢②今回見直しを検討｣を
　選択した検討結果
　○見直し対応　△検討継続

Ⅰ
ゼロ

カーボン

Ⅱ
Society

5.0

Ⅲ
新型

コロナ
ウイルス
感染症

次年度
方向性

重点点検事業 見直し

次年度対応内容

ACTION 結果への対応（令和４年度）

経費
区分

【視点(E)(I)】
　①省エネ設備の普及とエネルギー利用の効率化の促進　②再エネ導入促進、建築物の省エネ化
　③次世代自動車などの導入促進 　④３Ｒの推進による廃棄物の削減　⑤温室効果ガス吸収源対策
　⑥「Smart道庁」の取組の推進による道庁における業務の効率化・省力化や多様で柔軟な働き方の実現
　⑦行政のデジタル化に係る道内自治体間のノウハウの共有化の推進

　【見直し状況(F)(J)(M)】
　　 ① 対応済
　　 ② 今回見直しを検討
　　　－ 対応が不要

事務
事業

方向性

事務事業名 見直し
区分

事務事業概要 課・局
室名

令和３年度

前年度
からの
繰越

事業費
（千円）

Ⅰ　ゼロカーボン

整理
番号

枝番 重複
施策 事業費

（千円）

執行体制

フル
コスト

（千円）

令和３年度　事務事業評価調書 06012

【見直し区分】
　①普及啓発　②会議等　③調査業務　④窓口業務等
　⑤施設整備・維持等　⑥委託業務　⑦補助事業　⑧その他

高付加価値農業の推進

一次政策評価

うち
一般
財源

本庁 出先
機関 人工計
対応
方針
番号

Ⅱ　Society5.0 Ⅲ　新型コロナウイルス感染症 Ⅳ　前年度意見

見直し
状況

理由及び今後の対応

重点点検事業

見直し
状況

内容 該当 対応状況視点理由
計画等
位置
づけ

計画等
位置
づけ

視点
見直し
状況

理由 該当

1／2 06012



二次政策評価 二次政策評価

意　見 意見への対応状況

(A) (B) (C) (D) (E) (F) (G) (H) (I) (J) (K) (L) (M) (N) (O) (P) (Q) (R) (S) (T) (U)

【見直し結果（S)(T)(U)】
　見直し状況（F)(J)(M)で｢②今回見直しを検討｣を
　選択した検討結果
　○見直し対応　△検討継続

Ⅰ
ゼロ

カーボン

Ⅱ
Society

5.0

Ⅲ
新型

コロナ
ウイルス
感染症

次年度
方向性

重点点検事業 見直し

次年度対応内容

ACTION 結果への対応（令和４年度）

経費
区分

【視点(E)(I)】
　①省エネ設備の普及とエネルギー利用の効率化の促進　②再エネ導入促進、建築物の省エネ化
　③次世代自動車などの導入促進 　④３Ｒの推進による廃棄物の削減　⑤温室効果ガス吸収源対策
　⑥「Smart道庁」の取組の推進による道庁における業務の効率化・省力化や多様で柔軟な働き方の実現
　⑦行政のデジタル化に係る道内自治体間のノウハウの共有化の推進

　【見直し状況(F)(J)(M)】
　　 ① 対応済
　　 ② 今回見直しを検討
　　　－ 対応が不要

事務
事業

方向性

事務事業名 見直し
区分

事務事業概要 課・局
室名

令和３年度

前年度
からの
繰越

事業費
（千円）

Ⅰ　ゼロカーボン

整理
番号

枝番 重複
施策 事業費

（千円）

執行体制

フル
コスト

（千円）

【見直し区分】
　①普及啓発　②会議等　③調査業務　④窓口業務等
　⑤施設整備・維持等　⑥委託業務　⑦補助事業　⑧その他

一次政策評価

うち
一般
財源

本庁 出先
機関 人工計
対応
方針
番号

Ⅱ　Society5.0 Ⅲ　新型コロナウイルス感染症 Ⅳ　前年度意見

見直し
状況

理由及び今後の対応

重点点検事業

見直し
状況

内容 該当 対応状況視点理由
計画等
位置
づけ

計画等
位置
づけ

視点
見直し
状況

理由 該当

2 一般 変化に適応する技術普及対策事業 ② 食品政
策課

510 510 ○ ④ ②

会議等の内容や、相手方がオンライ
ンに対応できるなど、可能な範囲に
おいてオンライン開催の活用などを
検討。ただし、対面で実施すること
の重要性には配慮が必要。

－ ⑥ ②

会議等の内容や、相手方がオンライ
ンに対応できるなど、可能な範囲に
おいてオンライン開催の活用などを
検討。ただし、対面で実施すること
の重要性には配慮が必要。

○ ②

会議等の内容や、相手方がオンライ
ンに対応できるなど、可能な範囲に
おいてオンライン開催の活用などを
検討。ただし、対面で実施すること
の重要性には配慮が必要。

○ ○ ○

3 一般
身近なYes!clean農産物応援推進事
業

⑥ 食品政
策課

2,616 2,616 ○ ④ ②

会議等の内容や、相手方がオンライ
ンに対応できるなど、可能な範囲に
おいてオンライン開催の活用などを
検討。ただし、対面で実施すること
の重要性には配慮が必要。

－ ⑥⑦ ②

会議等の内容や、相手方がオンライ
ンに対応できるなど、可能な範囲に
おいてオンライン開催の活用などを
検討。ただし、対面で実施すること
の重要性には配慮が必要。

－ － ○ ○

0309 一般
オーガニック農業普及・販路拡大推
進事業費

・北海道における有機農業の拡大を
図るため、有機農業技術の普及促
進や新規参入、販路拡大や理解醸
成等に向けた取組を実施

食品政
策課

3,834 2,246 1.0 1.0 2.0 19,454 ③
改善
（取組
分析）

生産者のネットワーク活動、消費者
への理解の醸成、商談会などの販
路拡大に取組み、環境と調和した農
業の拡大を推進する。

－ － － － － － － － ○
感染症の推移を注視しながら、オー
ガニック農業の推進に必要な取組を
実施する。

・国内外の食市場を取り込む付加価
値の高い農業の推進を図るため、
地域資源を活かした６次産業化や
環境と調和した持続可能な生産活
動の展開に向けたクリーン農業や
有機農業の取組の一層の推進を検
討すること。

・会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

・委託業務における、委託仕様書へ
の脱炭素化やSociety5.0の推進に
資する取組を促す項目の付記や、
プロポーザルの際の提案の追加な
ど、ゼロカーボン北海道及び
Society5.0の推進に向け、事業内容
を検討すること。

拡充

新型コロナウイルス感染症の影響により有機農
産物の直売所の売上が減少していることから、
体験型交流会や農産物販売会の開催により、
消費者の理解醸成と消費拡大を図る。
また、生産者向けネット販売講座を開催し、販
路拡大と適正価格での販売を支援する。

・体験型交流会や農産物販売会の
開催により、クリーン農業や有機農
業に対する消費者の理解醸成と消
費拡大を図る。
また、生産者向けネット販売講座を
開催し、販路拡大と適正価格での販
売を支援する。

・新型コロナの感染状況によって
は、会議等のオンライン開催を検討
する。

・委託業務先との打ち合わせについ
ては、オンライン会議の実施など温
室効果ガスの排出削減に資する取
り組みを促す項目を付記することを
検討する。

1 一般 生産者支援活動の推進 ② 食品政
策課

2,798 1,210 ○ ④ ②

会議等の内容や、相手方がオンライ
ンに対応できるなど、可能な範囲に
おいてオンライン開催の活用などを
検討。ただし、対面で実施すること
の重要性には配慮が必要。

－ ⑥ ②

会議等の内容や、相手方がオンライ
ンに対応できるなど、可能な範囲に
おいてオンライン開催の活用などを
検討。ただし、対面で実施すること
の重要性には配慮が必要。

○ ②

会議等の内容や、相手方がオンライ
ンに対応できるなど、可能な範囲に
おいてオンライン開催の活用などを
検討。ただし、対面で実施すること
の重要性には配慮が必要。

○ ○ ○

2 一般 新規参入サポート ⑥
食品政
策課

758 758 ○ ④ ②

委託業務の打ち合わせについて、
相手方がオンラインに対応できるな
ど、可能な範囲においてオンライン
開催の活用などを検討。ただし、対
面で実施することの重要性には配
慮が必要。

－ ⑥ ②

委託業務の打ち合わせについて、
相手方がオンラインに対応できるな
ど、可能な範囲においてオンライン
開催の活用などを検討。ただし、対
面で実施することの重要性には配
慮が必要。

－ － ○ ○

3 一般 有機転換促進強化等サポート ② 食品政
策課

278 278 ○ ④ ②

会議等の内容や、相手方がオンライ
ンに対応できるなど、可能な範囲に
おいてオンライン開催の活用などを
検討。ただし、対面で実施すること
の重要性には配慮が必要。

－ ⑥ ②

会議等の内容や、相手方がオンライ
ンに対応できるなど、可能な範囲に
おいてオンライン開催の活用などを
検討。ただし、対面で実施すること
の重要性には配慮が必要。

○ ②

会議等の内容や、相手方がオンライ
ンに対応できるなど、可能な範囲に
おいてオンライン開催の活用などを
検討。ただし、対面で実施すること
の重要性には配慮が必要。

○ ○ ○

0315 一般
環境保全型農業直接支援対策事業
費

・環境保全型農業の取組拡大・定着
を図るため、農業者の組織する団体
等が実施する化学肥料・化学合成
農薬の低減と環境保全効果の高い
営農活動の取組を支援

食品政
策課

1,074,662 350,000 1.0 2.0 3.0 1,098,092 ③
改善
（取組
分析）

環境負荷低減のために環境保全型
農業の定着を図るための営農活動
の取組を支援する。

－ － － － － － － － ○

国に対し、自治体の負担を義務とし
ない制度への見直しについて要請
を実施。（令和３年５月、７月）
引き続き、機会を捉えて国に要望し
ていく。

・国内外の食市場を取り込む付加価値
の高い農業の推進を図るため、地域資
源を活かした６次産業化や環境と調和
した持続可能な生産活動の展開に向け
たクリーン農業や有機農業の取組の一
層の推進を検討すること。

・ゼロカーボン北海道実現の観点から、
産業支援において、事業者による脱炭
素経営の取組を促進するとともに、経
済的な負担とのバランスにも配慮しな
がら、より一層、環境と経済の好循環の
創出につながるよう、事業内容を検討
すること。

・会議等におけるオンラインやタブレット
の活用によるCO2削減や移動時間の削
減、参集範囲の拡大に向けた取組の促
進など、ゼロカーボン北海道及び
Society5.0の推進に向け、事業内容を
検討すること。

・国に対し、地方負担が生じないよう、
国負担のみで実施可能な制度とするよ
う強く要望すること。

改善

環境保全型農業の取組拡大・定着を図り、化学
肥料・化学合成農薬の低減と有機農業の取組
支援により、付加価値の高い農産物を生産する
活動を支援。

・体験型交流会や農産物販売会の
開催により、クリーン農業や有機農
業に対する消費者の理解醸成と消
費拡大を図る。
また、生産者向けネット販売講座を
開催し、販路拡大と適正価格での販
売を支援する。

・国費のため裁量はないが、事務費
部分の会議等については、相手方
が対応可能な場合は、オンライン開
催を検討する。

・相手方が対応可能な場合は、会議
等のオンライン開催を検討する。

・地方負担が生じないよう、国負担
のみで対応するよう令和６年度の国
費提案に向け検討を行う。

1 一般 交付金 － 食品政
策課

1,050,000 350,000 ○ － －
国費事業であり、要件等の裁量が
ないため補助採択要件の追加はで
きないため。

－ － － 国費事業であり、要件等の裁量が
ないため。

－ － 国費事業であり、要件等の裁量が
ないため。

2 一般 推進事務費 ② 食品政
策課

24,662 0 ○ ④ ②

会議等の内容や、相手方がオンライ
ンに対応できるなど、可能な範囲に
おいてオンライン開催の活用などを
検討。ただし、対面で実施すること
の重要性には配慮が必要。

－ ⑥ ②

会議等の内容や、相手方がオンライ
ンに対応できるなど、可能な範囲に
おいてオンライン開催の活用などを
検討。ただし、対面で実施すること
の重要性には配慮が必要。

○ ②

会議等の内容や、相手方がオンライ
ンに対応できるなど、可能な範囲に
おいてオンライン開催の活用などを
検討。ただし、対面で実施すること
の重要性には配慮が必要。

○ ○ ○

0317 06011
06013

事務 食品政策課総合調整等業務 － ・道議会事務、予算・決算事務、職
員の服務・研修などの事務

食品政
策課

1.9 3.5 5.4 42,174 現状維
持

引き続き、円滑な事務の運営を行う
ため、総合調整等の業務が必要な
ため。

－ － － － － － － － 現状維
持

322,966 2,191,533 378,769 11.6 11.7 23.3 ■令和４年度　新規事業

 

計

2／2 06012


